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要約
　東京大学社会科学研究所が実施する「働き方
とライフスタイルの変化に関する全国調査」を用
いて、（1）学校から初職への移行、（2）初期の職
業キャリア、（3）結婚活動と結婚意欲、（4）家族
介護と介護サービス利用という4つのトピックを
分析した。
　第1のテーマでは、学校から職場への移行過
程を取り上げ、学校の役割が顕著である高校で
の就職指導に焦点を当てた分析を行った。学校
を通した「学校経由」の就職は、それ以外の経路
の就職と比べ、卒業後「間断なく」就職した者の
比率、初職が正規職の比率、初職が大企業の比
率が高く、この傾向は1990年代から2000年代
前半に就職した人々と2000年代後半以降に就
職した人々で共通してみられた。
　第2に、学卒後初めてついた仕事（初職）と現
在の仕事（現職）のあいだの移動とその背景につ
いて分析した。1990年代後半から2000年代前
半に入職したコーホートと、それ以降に入職し
たコーホートを比較したところ、男性について

は就業状況の分布に大きな変化はみられなかっ
た。一方、女性については正規雇用の割合が上
昇し、無業の割合が低下しており、その傾向は
結婚や子どもの有無を問わず共通していた。追
加の分析からは、以前よりも女性が正規雇用と
して働きやすくなった背景として、男女ともに
長時間労働が減少していることや、若干ではあ
るが夫の家事参加の増加が考えられる。
　第3のテーマは、若年層の恋愛の変化である。
2007年に比べて2019年では、男女ともに有配
偶率も交際率も減少トレンドにあった。その背
景にあったのは、結婚活動と結婚意欲の低下で
ある。特に、友人に交際する異性を紹介しても
らうことや「合コン」への参加といった、従来主
流であった結婚活動の行動率の減少が著しい。
他方で、お見合いパーティーへの参加やインター
ネットを通した出会いは増加していた。未婚の
若者たちの意識に着目すると、結婚意欲が低下
しつつあるだけでなく、独身理由についても「異
性とうまくつきあえない」という回答が増加して
いることから、恋愛に対して消極的な方向へと
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若者が変化してきていることがうかがえる。
　第4の介護に関する分析では、調査対象者の
うち、父親が健在なのは約67%、母親が健在な
のは約85%であった。また、約70%が「1時間
未満」の場所に父母の住まいがある。父母ともに
約6.5%が介護が必要な状況にあり、父母の介
護が必要な対象者のうち、約80%が父母ともに
要支援または要介護認定を受けている。平均的
な介護時間でみた場合には、主な介護提供者は
非家族（介護事業者）である。父母の介護が必要
な対象者のうち、いずれの「サービスも利用し
ていない」と回答したのは父親で30%、母親で
25%であった。1

【注：当稿は9月号前編、10月号後編として
２カ月に分けて紹介する】

1.はじめに
　東京大学社会科学研究所では、若年・壮年者
に焦点をあてた総合的な追跡調査である「働き
方とライフスタイルの変化に関するパネル調査」

（Ja pa ne s e L i f e Cou r s e Pa ne l Su r v e y s - 
J L P S）を実施してきた。この調査は、若年・壮
年者の働き方の実態、食生活や文化活動などの
ライフスタイル、家族や友人とのネットワーク
や交流関係、結婚・出産といった家族形成、人々
の考え方や意識の変容について把握すること
を目的に実施されている。日本全国に居住する
20-34歳（若年調査）と35-40歳（壮年調査）の男
女を母集団として地域・都市規模・性別・年齢
により層化し、対象者を抽出した。2007年1月
から4月に第1回目（Wave 1）の調査を郵送配布・
訪問回収の方法で行い、「若年調査」は3,367、「壮
年調査」は1,433のケースを回収した。アタック
数に対する回数率は、それぞれ34.5%と40.4%
である。
　2007年からの「継続サンプル」は、毎年少し
ずつ住所不明などにより脱落する者がいるため、
アタックできる数が徐々に少なくなり、回答者
数が減少していく。この点を考慮して、2011

年には「追加サンプル」を補充した。同年齢の
24-38歳（若年）と39-44歳（壮年）の対象者を継
続サンプルと同様な形で抽出し、郵送配布・郵
送回収の方法により、712（若年）、251（壮年）
のケースを回収した。その後これらの対象者も
毎年追跡している。
　2019年1 月から3 月には、「継続サンプル」の
第13 回、「追加サンプル」は第9回の調査を実施
した。前者の「継続サンプル」Wave 13では、「若
年調査」は1,748、「壮年調査」は890のケースを
回収し、追跡することができているアタック数
に対する回数率は、それぞれ81.2%と88.5%
である。後者の「追加サンプル」Wa v e 9につい
ては、441（若年）、178（壮年）のケースを回収し、
回収率はそれぞれ69.2％と73.6％である。
　J L P SのWa v e 13では、「若年調査」対象者
は32-46歳となり、20歳代の若年者が対象外と
なっている。そこで新たにリフレッシュサンプ
ルとして、継続サンプルの「若年調査」の対象者
より若い層である20-31歳（2019年時点）を対
象として調査を実施した。2007年の調査と同様
に、地域・都市規模・性別・年齢により層化し
た上で対象者を全国から抽出し、郵送配布・訪
問回収の方法で調査を実施した。2383のケース
を回収し、アタック数に対する回収率は36.1%
である。回答者のうち次年度Wa v e2の調査に
協力することに同意した2051ケースを本研究の
分析対象とし、以下「若年リフレッシュサンプル」
と呼ぶ。コーホート比較のため、2007年「若年
調査」の対象者のうち年齢が20-31歳を取り出し、
以下「若年継続サンプル」と呼ぶ。

（石田浩）

2. 学校から初職への移行
（1）研究の背景
　最初に取り上げるテーマは、学校から職場へ
の移行過程に関する「若年継続サンプル」と「若
年リフレッシュサンプル」の比較である。日本で
は、学校から職場への移行に際して、学校が生

1 本稿は、東京大学社会科学研究所パネル調査プロジェクト・ディスカッションペーパーシリーズ　No.121「パネル
調査から見る初職への移行、職業キャリア、介護問題：「働き方とライフスタイルの変化に関する全国調査 2019」
の結果から」（2020 年 4 月）に加筆・修正したものである。本稿は、日本学術振興会（JSPS）科学研究費補助金基
盤研究（S)（18103003, 22223005）、特別推進研究（25000001, 18H05204）の助成を受けて行った研究成果の一部
である。東京大学社会科学研究所パネル調査の実施にあたっては社会科学研究所研究資金、（株）アウトソーシング
からの奨学寄付金を受けた。調査は一般社団法人中央調査社に委託して実施した。パネル調査データの使用にあたっ
ては社会科学研究所パネル調査運営委員会の許可を受けた。
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徒と就職先のマッチングの過程に深く関わり、
学校を通した推薦―企業での採用という斡旋の
仕組み（学校経由の就職）が整備されていること
が指摘されてきた（苅谷1991）。戦後日本にお
いては、雇用される側の生徒と雇用する側の企
業の間に、学校と職業安定所という中間的組織
がマッチングの過程に深くかかわってきた歴史
がある（苅谷・菅山・石田2000；菅山2011）。
そこでこの学校という制度を通した高卒就職が、
現代日本においてどのように変容しているのか、
あるいは維持されているのかを最新のデータに
より検証する。
　学校が生徒の就職先決定に実質的に深く関
わってきたことについては、スムーズな学校か
ら職場への移行を可能にした「制度」として肯定
的に評価される場合（苅谷1991；苅谷・菅山・
石田2000）と、生徒自身が主体的に就職決定を
する機会を奪い、若年者が職業に向けて準備す
る力を弱体化させてきたという否定的な見解（加
瀬1997；本田2005）の両方がみられた。
　1990年代にはいると、高卒就職の比率は顕著
に低下しており、学校を経由した就職の比率に
ついても1980年代からは減少傾向にあり、学校
が就職の斡旋・支援に果たす役割が低下してき
ているのではないかという指摘がある。高卒労
働市場の縮小に伴い、高卒就職の制度的枠組み
についても緩められてきたと同時に、労働市場
の悪化は学校の斡旋の役割を逆に高めるという
議論もある（石田2014；堀2016）。高校のおけ
る就職指導の内容についても、1980年代の学校
が求人票の中から生徒に就職先を斡旋するとい
う「学校主導型」から、生徒のやりたいことを軸
に進路指導を組み立てる「生徒支援型」に変化し
ているという研究がある（大多和2014；労働政
策研究・研修機構2018）。
　本分析では、最新の若年リフレッシュサンプ
ルの対象者と2007年に20歳代であった若年継
続サンプルの対象者の経験を比較する形で、学
校経由による高卒就職の実態とその影響につい
て、時代的な変化を考慮しながら明らかにして
いく。本稿で明らかにするのは、どのくらいの
規模の高卒就職者は学校の斡旋・支援を通して
就職していったのか、学校経由の就職はどのよ
うな就職先を提供していたのか、そして学校経
由の就職を利用できたのはどのような生徒なの
か、という3点についてである。

（2）「学校経由」の就職者の分布の変化
　本分析では、最初の就職に際して学校の役割
が顕著である高校での就職指導に焦点を当て、
高卒が最終学歴である回答者（若年継続サンプル
523名、若年リフレッシュサンプル366名）を分
析対象とした。大学における就職斡旋・指導の
内容は、高校とは異なり、その効果も高卒者の
就職とは異なることが今までの研究（大島2012；
石田2014）では指摘されてきたので、本分析で
は高卒就職者に限定した。
　初職への入職経路（勤め先へ就職したきっか
け）が「卒業した学校の先生の紹介（学校推薦を
含む）」を選択した者を「学校経由」の就職者とし
た。それ以外の方法としては、家族・知人の紹介、
職安・民間機関の紹介、直接応募、エントリーシー
トなどが含まれる。

　学校経由により就職した高卒者の比率は、継
続サンプルで38%、リフレッシュサンプルで
51%と近年上昇していることがわかる。図１に
示したとおり、直近の2010年代後半に就職した
20歳代前半（1995-98年生まれ）のリフレッシュ
サンプル対象者で比率が特に高いことがわかる。
これはコロナ感染症が社会問題となるまでの
2010年代後半の労働市場において求人倍率が上
昇し売り手市場となっていることから、学校に
紹介される求人が豊富になり、生徒の選択肢が
増えたことによる可能性がある。また学校での
就職指導が、生徒と求人をマッチングするとい
う旧来の斡旋を念頭に置いたやり方から、生徒
の意思を尊重し生徒が自主的に希望の就職先を
決定していく過程を重視するやり方へと変化し
ていることも反映していると考えられる（大多和
2014；労働政策研究・研修機構2018）。

図1　学校経由率の推移（出生コーホート別）
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（3）「学校経由」と就職のアウトカム
　学校経由による就職か否かにより、どのよう
に初職のアウトカムが異なるのかを検証するた
め、3つの指標を検討した。（1）卒業後4月に間
断なくすぐに就職したか（間断なし）、（2）初職
が正規雇用であったか（初職正規）、（3）初職が
大企業（従業員300人以上）であったか（初職大

企業）である。
　図2に示したように、3つのアウトカムすべて
に関して、学校経由とそれ以外の入職経路では
大きな違いがある。「間断なく」就職した者の比
率は、学校経由の場合には8割以上でそれ以外
の場合に比べ30%以上高い。「初職正規」の比率
は、学校経由は97%でそれ以外よりも40%以上
高い。「初職大企業」についても、学校経由の比
率は46%（リフレッシュ）と38%（継続）で、それ
以外に比べ13-16％高い。
　上記のような学校経由による就職の有利さは、
継続・リフレッシュサンプルの両方で共通であ
り、有意な違いは確認されない。このことは、
学校を通した就職の仕組みとメリットは10年ほ
ど前の対象者と比較しても衰えることなく日本
社会に根付いていることを物語っている。つま
り近年においては、学校を通した就職をする比

継続サンプル(2007) リフレッシュサンプル(2019)
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図3　学校経由が3つの初職アウトカム（間断なし、初職正規、初職大企業）へ及ぼす影響
（リフレッシュサンプルと継続サンプル別）

図4　学校経由就職と社会的背景・中学3年時の成績の関連（リフレッシュサンプルと継続サンプル別）

図2　学校経由の有無による初職アウトカム
（リフレッシュサンプルと継続サンプル別）
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率が上昇しており、その効果も依然として高い。
　図3は継続サンプル、リフレッシュサンプル
別のロジスティックス回帰の分析結果である。3
つのアウトカム（間断なし、初職正規、初職大企
業）への学校経由の効果を、対数オッズ比（図の
黒丸）とその95％の信頼区間（上下の棒）で示し
た。「統制無」は他の変数をコントロールしない
場合（図2と同様の結果）、「統制有」は他の変数
をコントロールした後の結果である。他の変数
として考慮したのは、出生コーホート、社会的
背景の要因として、父学歴・母学歴（高等教育の
有無）、15歳時の暮らし向き（「貧しい」から「豊か」
までの5段階評価）、15歳時の家庭にあった本の
数（「0冊」から「501冊以上」までの8段階評価）。
さらに個人の能力を表す指標として、中学3年
時の成績（「下の方」から「上の方」までの5段階評
価）を考慮した。
　対数オッズ比の係数値（黒丸）はすべてプラス

（ゼロより上）なので、学校経由での就職はそう
でない就職と比べて有利であることを示してい
る。特に初職が正規職の確率の違いが大きい。
この有利さは、他の変数のコントロール前後で
ほとんど差がなく、リフレッシュ・継続の間で
も違いはみられない。これらの結果は、（1）学
校を経由した就職は、それ以外のルートでの就
職に比べ、より良好な就職先に提供しているこ
と、（2）学校経由の有利さは、学校経由を利用
する生徒の家庭背景や成績により説明されるの
ではないこと、（3）この学校経由のメリットは、
1990年代から2000年代前半に就職した継続サ
ンプルに対象者と2000年代後半以降に就職し
た最も若いリフレッシュサンプルの対象者の間
でも違いは確認されないこと、を示唆している。

（4）出身家庭と「学校経由」の就職
　学校経由による就職は、有利な初職アウトカ
ムに繋がることが明らかになったが、それでは学
校経由の就職は、すべての生徒に開かれている
のか、それとも有利な家庭の出身者や成績良好
な者により利用されているのであろうか。図4は、
学校経由の就職の機会が出身家庭の背景と中学
3年の成績に影響されているのかを示したもので
ある。従属変数は、学校経由の就職が1でそれ
以外の就職が0のダミー変数、独立変数は、父
学歴・母学歴（高等教育の有無）、15歳時の暮ら
し向き（「貧しい」から「豊か」までの5段階評価）、

15歳時の家庭にあった本の数（「0冊」から「501
冊以上」までの8段階評価）、中学3年時の成績（「下
の方」から「上の方」までの5段階評価）である。ロ
ジスティックス回帰の分析結果を継続サンプル、
リフレッシュサンプル別に示した。それぞれの独
立変数の効果を対数オッズ比（図の黒丸）とその
95％の信頼区間（上下の棒）で示した。
　図4からわかるように、継続サンプル、リフレッ
シュサンプルのいずれにおいても、学校経由の
就職機会と家庭背景要因及び中3時の成績との
間に有意な関連はみられない。すべての変数に
ついて、95％の信頼区間はゼロを含んでいる。
この結果は、学校を通した就職機会は、出身家
庭が相対的に有利で学校の成績も良いような一
部の「特権的な」生徒のみが利用できるわけでは
なく、家庭の状況や成績とは概ね関係なく希望
する生徒は学校による就職支援を受けることが
できていると考えることができる。

（5）小括
　本節では、就職において学校の役割が顕著で
ある高校における就職の斡旋・支援について分
析した。学校経由により就職した高卒者の比率
は、労働市場において求人倍率が上昇し売り手
市場となっていた2010年代後半には、それ以前
と比べ大きく上昇していることがわかった。こ
れは良好な労働市場と生徒の希望に沿って就職
先を決定していくという就職指導の変化の両方
を反映している可能性がある。学校経由による
就職は、それ以外のルートでの就職に比べ、よ
り良好な就職先に提供しており、そのメリット
は2000年代後半以降も持続している。
　最後に、誰が学校経由の就職を利用すること
ができるかを検証したところ、出身家庭の状況
や成績と学校を通した就職機会の間には、関連
がないことが明らかになった。このことは、学
校を通した就職の支援体制は、それを希望す
るすべての生徒に開かれている可能性を示唆し
ている。高校を卒業してすぐ社会にでていく若
者は、若年層全体の中では相対的に恵まれな
い、いわばマイノリティに当たる。このような
社会的に不利な立場にある若者に対して、学校
はより良好な就職の機会を提供し、これ以上不
利な状況に陥らないように支援するセーフティ
ネットの役割を果たしている可能性がある（大島
2012）。
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3. 初期職業キャリアの移動とその背景
（1）問題の所在
　いわゆる就職氷河期（1990年代後半〜2000
年代前半）に学校から職業への移行（主に学卒あ
るいは離学後の就職）を経験した若年者の多く
は、常用労働者の求人倍率の小ささにみられる
ように厳しい雇用機会のもとで初期キャリアを
歩むこととなった一方、2010年代は人手不足の
影響もあって求人倍率が回復する時期であった。
この時期に移行を経験した若年者は、少なくと
も雇用機会の面では就職氷河期世代と比べ有利
な状況に置かれていたといえるかもしれない。
　J L P Sでは、2007年のw a v e1調査における

若年者（若年継続サンプル）のうちの多くが就職
氷河期世代と重なる。また、今回新たに加わっ
た2019年の若年者のwave1調査対象者（リフレッ
シュサンプル）の多くは、いわばポスト就職氷河
期世代にあたるといって差し支えないだろう。
　学校を卒業ないし退学したあとのキャリア移
動経験は、これら二つの世代のあいだでどのよ
うに異なるのだろうか。上記のようなマクロな
雇用状況の違いをふまえると、リフレッシュサ
ンプルの方がより有利な初期職業キャリア移動
を経験できていたのではないかと想定される。

「有利さ」という概念の中身は何に着目するかに
依存するので注意が必要だが、ここでは雇用形
態を中心に据えて検討する。その意味では、初
職から現職にかけて正規雇用の職を維持できる
こと、無業状態にならないこと、あるいは非正
規雇用から正規雇用の職に移動することが、「有
利さ」の具体的な内容である。
　ここでの有利さの背景として、それぞれ若干
意味の異なる二通りの仮説が考えられる。一つ
の仮説として、学卒就職時（初職への入職時）の
マクロな雇用状況の違いがそのまま現職に反映
されているということが考えられる。この仮説
通りに考えるならば、二つの世代のあいだで最
も明確に異なるのは初職の地位だということに
なる。もう一つの仮説としては、初職から現職
への移動が、最近の世代（リフレッシュサンプ
ル）でより有利だという見方が挙げられよう。前
者の仮説は若年者の初期職業キャリアが量的な
雇用の機会に大きく依存するという見方である
のに対し、後者の仮説はキャリア移動の背景自
体に変化が生じたのではないかという観点に立
つ。これらを検証するためには、個人のキャリ
アに関する情報に加え、生活の幅広い側面に関
する情報も考慮すべきだということになる。こ
の点で、J L P Sを用いた初期職業キャリアの分
析は既存の公的統計調査とは異なる視点からア
プローチすることができる。
　ここでは、継続サンプル（以下の図表では「継続」
と略記）については2007年調査時、リフレッシュ
サンプル（以下の図表では「リフ」と略記）につい
ては2019年調査時25歳～ 31歳であった者2を

2 年齢の上限は、今回のリフレッシュサンプル調査の対象者年齢である 31 歳に合わせた。年齢の下限については、20
歳代前半では大学等の高等教育機関に在学中の対象者も多く含まれ、学生を除くと高校までの学歴の対象者の特徴
をより強く反映した結果となる。そのため、今回の分析では便宜的に下限を 25 歳とした。
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対象に、以下の分析をおこなった。（1）初職と
現職の就業状況（雇用形態）の分布に関する継続・
リフレッシュサンプル間の比較、（2）初職が正規
雇用あるいは非正規雇用であった者についての、
現職への移動状況の比較、（3）調査時の家族的
状況と現職の関連の比較、（4）継続、リフレッ
シュサンプル間での雇用形態分布の違いの背景
に関する比較、の4点についてである。

（2）初職・現職の就業状況の分布の比較
　まず、二つのサンプルのあいだでの就業状況
の分布について比較しよう。図5は性別、およ
び初職・現職別に集計をした結果を示している。
初職についてみると、男女ともに継続、リフレッ
シュサンプルの雇用形態の分布は大きく変わらな
い。しいていえば、初職が正規雇用である者の
割合が男女ともに微減し、非正規雇用である者
の割合が微増しているという変化が指摘できる。

　上記の結果は、日本社会における非正規雇用
の増大傾向をふまえると一見不可解である。し
かし、就業構造基本調査（総務省）の調査票情報
および2015年S S M調査データを分析した研究
は図5の解釈に有益である（阪口 2018）。その
研究では、1990年代に初職非正規雇用の割合が
上昇し、2000年代以降はそれが平坦気味に推移
していることが示されている。継続、リフレッ
シュサンプル双方に2000年代入職者が相当程
度存在するため、全体平均でみると微増傾向を
示すにとどまっているといえる。
　初職に比べ、現職就業状況の分布は特に女性
について両サンプル間で違いがみられる。男性

についても、確かに継続サンプル（2007年）に
比べリフレッシュサンプル（2019年）では無業率
が微減し、正規雇用割合は5％ポイント上昇して
いる。しかし、無業の減少と正規雇用割合の上
昇がより明確なのは女性についてである。2007
年の25 ～ 31歳女性対象者の41%が正規雇用、
25%が無業である。一方、2019年の同条件の
集団でみると正規雇用は57%に増加し、無業は
12％に減少している。この結果からは、男性現
職については大きな変化がみられないのに対し、
女性の現職については無業ではなく正規雇用と
しての働き方が結果的に選ばれやすくなったと
解釈することができる3。
　男女ともに初職の雇用形態の分布が二つの世
代のあいだであまり変わらない一方、現職の状
況が特に女性について変化しているという結果
は、初期職業キャリアの違いが学卒時の就職状
況では十分に説明できない可能性を示唆してい
る。つまり、先に述べた二つの仮説のうち、後
者についてより詳細に検討を加える必要がある
と考えられる。

（3）初職から現職にかけての就業状態の移動
　初職から現職にかけて、就業状況の移動がど
のように生じているのかを、J L P Sでは確認す
ることができる。図6は、初職が正規雇用また
は非正規雇用であった者に限定し、初職雇用形
態、性別、サンプル種別に区分して現職の就業
状況の分布を示したものである。

　男性サンプルについてみると、初職が正規雇
用である場合には現職もほとんどの者が正規雇
用である。初職を正社員や正規職員として始め
られると、その後のキャリアでも同様のポジショ

3 こうした傾向は、「就業構造基本調査」（総務省統計局）の公表された統計などからも確認できた。その意味で、二
つの世代のあいだの就業状況の分布の変化は、ある程度母集団の特性を反映したものと思われる。当然ながら、母
集団の特性からの乖離を調整する必要がないわけではなく、より詳細な検討は今後の課題である。

図5 　男女および初職・現職別にみた就業状況の分布
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図6 　初職の雇用形態別にみた現職の就業状況の分布
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ンを占めやすいということが明らかである。初
職が非正規雇用である者についてみると、継続
サンプルに比べてリフレッシュサンプルでは正
規雇用の割合が大きく、無業割合はやや小さい。
　しかし、男性よりも変化が大きいのは女性に
ついてである。初職が正規雇用である女性のう
ち、現職でそのまま正規雇用の働き方であるの
は継続サンプルでは53%だが、リフレッシュサ
ンプルでは68%である。初職正規雇用から現職
無業に移動した者の割合をみると、継続サンプ
ルでは24%、リフレッシュサンプルでは9％で
ある。初職と現職のあいだのキャリアについて
は不明だが、継続サンプルよりも正規雇用とし
ての働き方を続けやすくなっているという解釈
は十分に成り立つ。
　女性で初職が非正規雇用である者についても、
上記と同様の傾向が読み取れる。初職正規雇用
の場合とは異なり、初職が非正規雇用であると
現職も同じく非正規雇用である割合が継続、リ
フレッシュサンプルともに半数近くに上る。し
かし、リフレッシュサンプルで正規雇用への移
動割合はより大きく、無業への移動割合はより
小さい。
　以上の結果からは、初職・現職のあいだでの
キャリア移動という面からみても、女性が正規
雇用として働き続ける可能性が以前よりも（若
干ではあるかもしれないが）高まっていると結論
づけられる。しかし、この知見には家族的状況
という観点で懸念が残る。つまり、正規雇用の
働き方を維持できている、あるいは非正規雇用
から正規雇用の仕事に移動した女性には配偶者

（多くの場合は夫）がいなかったり、子どもがい
なかったりするのではないかという疑問である。
こうした疑問は、日本社会が現在でも男性稼ぎ
手モデル的な性別役割分業構造のもとにあると
いう知見にもとづけば、なんら不思議なもので
はない（乾 2014; 筒井 2014）。

（4）家族的状況を考慮した就業状態の比較
　女性が正規雇用就業しやすくなった背景が配
偶状況や子どもの有無によるものなのかを検証
するため、図7では配偶状況別、図8では子ども
の有無別にみた男女の現職就業状況の分布を示
している。もし有配偶、あるいは子どものいる
女性については就業状況の変化が生じていない
のだとすれば、図6の結果は晩婚化や少子化傾

向を反映した見かけ上のもの（疑似相関）に過ぎ
ないということになる。
　家族的状況による疑似相関ではないかという
懸念に反し、図7、図8の結果からは、リフレッシュ
サンプルの女性についてより大きな正規雇用割
合を示すことが明らかとなった。以下、それぞ
れの結果について述べるが、男性サンプルにつ
いては大きな変化がみられないため説明を割愛
する。
　配偶状況別に現職の就業状況をみた図7では、
確かに有配偶女性の正規雇用割合は継続、リフ
レッシュサンプルともに半数に満たない。しか
し、両サンプルのあいだでその割合を比較する
と、継続で23%、リフレッシュで42%とほぼ倍
近くに増大している。また、特筆すべきは無業
割合についてである。継続サンプルでは49%の
有配偶女性が現職無業であるのに対し、リフレッ
シュサンプルの有配偶女性の無業割合は22%で
ある。ちなみに、無配偶女性についても正規雇
用割合は2007年から2019年にかけて12％ポイ
ント上昇し、非正規雇用割合は9％ポイント低下
している。
　ほぼ同様の結果は、子どもの有無別に現職就
業状況を集計した図8からも得られている。継
続サンプルの有配偶女性では無業割合が54%で
あり、仕事の続けにくさは結婚よりも子どもを
持つことで生じることが確認できる。しかし、
リフレッシュサンプルの有配偶女性では正規雇

図7 　配偶状況別にみた現職の就業状況の分布
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図8 　子どもの有無別にみた現職の就業状況の分布
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用割合が継続サンプルよりも倍以上に増加し、
無業割合は半分以下に減少している。子どもの
いない女性については、図7の無配偶の場合と
同様の傾向を示している。
　以上の分析から、結婚や出産など家族形成に
かかわるライフイベントが女性の正規雇用就業
を難しくしている点を確認しつつも、それにも
かかわらず2007年から2019年にかけて女性の
正規雇用就業割合の増加と無業割合の低下が幅
広く生じていることを明らかにした。有配偶女
性、あるいは子どものいる女性が正規雇用とし
て働くことは、男性と比べて依然として明らか
に困難である。しかし、時間軸に沿って比較し
た結果からは、以前に比べれば女性のキャリア
継続のチャンスがやや広がっているという可能
性は否定できないだろう。

（5）職場環境や家事参加状況の比較
　では、なぜ女性の正規雇用就業割合が増加し
たのだろうか。可能性の一つは近年の人手不足
や好況など、労働供給側にとって有利な状況が
生じたことかもしれない。しかし、女性、とり
わけ有配偶女性や子どものいる女性が、正規雇
用という働き方を家族内の役割から独立して自
由に選択できるとは想定しづらい。彼女らのキャ
リアに関する意思決定や行為は、自身の就業環
境に加えて配偶者の状況にも依存するはずであ
る（不破 2020: 172）。このような問題意識・指
摘をふまえて人々の働き方の変化を分析するた
めには、職場環境や家庭での家事分担と、就業
状況の変化を関連付けるのが一つの手である。
　JLPSでは、対象者の職場環境についての質問、
また自身に加えて配偶者の家事の活動状況に関
する質問を設けている。仕事や生活の具体的側
面を考慮しながら、人々の就業状況の変化につ

いて分析できるのは、本調査ならではともいえる。
以下では関連するいくつかの分析結果を示し、女
性が以前よりは正規雇用としての働き方を選択す
るようになった社会的背景について考察する。
　はじめに、人々の職場環境の変化について検
討する。J L P Sでは職場環境についてあてはま
る事項を複数選択する質問が設けられており、
そのなかに「ほぼ毎日残業」というものがある。
図9はその選択割合を、性別、現職雇用形態、
サンプル種別によりそれぞれ示したものである。
　図9の結果のなかで最も重要なことは、性別、
現職の雇用形態を問わず、継続サンプルよりも
リフレッシュサンプルの方で「ほぼ毎日残業」と
回答する者の割合がより小さいことである。も
ちろん、長時間労働とそれによる心身の不調は
重大な問題であり、図9の結果は単純には楽観
視できない。
　しかし、女性の正規雇用の働き方の継続とい
う点から考えると、図9の結果は2通りの意味で
重要である。1つは、女性の正規雇用就業者のな
かで残業の割合が低下していることである。生
活時間は1日24時間であり、その全体を増やす
ことも減らすこともできず、できるのはその分
配を変えることだけである。正規雇用における
残業、あるいは長時間労働の割合の低下は、労
働以外の活動に時間を割ける余地が生じること
を意味している。
　もう1つ重要な点は、男性の正規雇用就業者
の残業割合も低下していることである。2019年
でも依然として半数近くの正規雇用男性が「ほ
ぼ毎日残業」と回答している結果は決して喜ばし
いものではないかもしれない。しかし、男性の
生活時間でも若干の余裕が生じることで、家事
や育児を配偶者と分担する素地も生じうる。言
い換えれば、男性の長時間労働の状況が改善し
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図9 　現職の就業状況別にみた「ほぼ毎日残業」にあてはまる者の割合
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ない限り家事分担を進めることなど不可能なの
である。その意味で、男性の残業割合の低下は、
女性が働きやすい環境整備にとっても必要な要
因と考えられる。
　図9でみたような残業割合の低下は、個人の
労働時間の調整のしやすさに関する若干の改善
と対応しているように思われる。図10はその結
果であり、「生活の必要にあわせた仕事の調整が
しやすい」のか否かに関する調査事項を集計した
ものである4。これをみると、男女ともに、また
現職の雇用形態を問わず、継続サンプルよりも
リフレッシュサンプルで調整がしやすいという
者の割合が大きい。数値の現れ方は図9と反対
だが、その意味するところは同じである。
　これらの変化の理由についてはさらなる分析
が必要だが、長時間労働状況の改善が女性の正
規雇用としての就業継続に寄与している可能性
が示唆された。そして、長時間労働問題の改善
は、女性自身が働きやすくなることだけでなく、
男性の家事参加状況の改善を通じて間接的に女
性の就業を促進する可能性も示唆する。
　夫の家事参加が消極的であることはすでに知
られていることである（不破 2020）。それでは、
その状態について継続、リフレッシュサンプル
のあいだで何らかの変化が認められるのだろう
か。この点について検討した結果が図11である。
男性対象者の配偶者（妻）と、女性対象者の配偶

者（夫）5の家事参加について、「ほとんどしない」
または「月に1 ～ 3回」の割合を合わせた値を集
計した。ここでは「食事の用意」「洗濯」「家の掃
除」「日用品・食料品の買い物」の4項目を用いた。
この値が高いほど、配偶者の家事参加が消極的
であると解釈できる。
　妻側の家事参加状況について、「ほとんどしな
い」あるいは「月に1 ～ 3回」と回答する男性（夫）
の割合はきわめて小さい。また、継続、リフレッ
シュサンプルのあいだでの割合の差も小さい6。
妻が主たる家事の担い手であるということが明
らかであろう。
　一方、夫側の家事参加状況については両サン
プルのあいだで差が生じている。家事の内容に
より違いはあるものの、いずれの項目でもリフ
レッシュサンプルで「ほとんどしない」あるいは
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図10 　現職の就業状況別にみた「生活の必要にあわせた仕事の調整がしやすい」者の割合

4 正確には、「子育て・家事・勉強など自分の生活の必要にあわせて、時間を短くしたり休みを取るなど、仕事を調整
しやすい職場である。」という質問文に対し、「かなりあてはまる」「ある程度あてはまる」「あまりあてはまらない」「あ
てはまらない」の選択肢を選ぶ形式をとっている。ここでは、「かなりあてはまる」と「ある程度あてはまる」の割
合の合計を、「生活の必要にあわせた仕事の調整がしやすい」者の割合として定義した。

5 JLPS の対象者のなかには同性パートナーとの事実婚により有配偶だと回答している者も存在しうる（それを明確に
区別する質問は、JLPS では設けていない）。ここでの「夫」「妻」という名称はあくまで便宜的なものであることを
付記しておく。

6 いずれも、5％の統計的有意水準では有意な差であるとはいえなかった。

図11 　男女の配偶者の家事参加状況の割合
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「月に1 ～ 3回」の回答割合がより小さい。依然
として夫と妻のあいだでの家事参加の不均衡は
存在するが、夫側で若干の改善がみられること
は、2007年から2019年にかけての変化の1つ
といえる。ちなみに、2004年と2009年に実施
された家族社会学関係の全国調査（N F R J）の結
果からは、二時点間で夫の家事分担割合が上昇
していることも報告されている（乾 2014: 47）。
J L P SとN F R Jは調査対象や設計も異なるため
厳密な比較はできないが、夫の家事参加が微増
傾向にある点は共通であり、現代日本社会にお
いてささやかではあるが確実に生じている変化
といえるかもしれない。

（6）小括
　ここまで、継続サンプル、リフレッシュサン
プルのあいだで初職から現職の就業状況に関す
る移動の仕方を比較してきた。その結果、初職
の雇用形態の分布が両サンプルのあいだで安定
的である一方、現職での正規雇用割合がリフレッ
シュサンプルでより多くなった。このことは、
1990年代後半から2000年代前半にかけて初職
を開始した若年者に比べ、それ以降に入職した
者で正規雇用への移動機会が相対的に開かれて
いることを意味している。また、その変化はと
りわけ女性において顕著であった。
　また、配偶状況と子どもの有無別に現職の就
業状況を集計すると、有配偶女性、あるいは子
どものいる女性であっても以前よりも正規雇用
就業者割合が上昇していた。配偶状況や子ども
の有無が女性の正規雇用就業に対して抑制的に
作用することは確かだが、そのなかでも正規雇
用として働く（働き続ける）女性の割合は増えて
いるといえる。男性の初期職業キャリア移動の
状況に大きな変化は生じていないが、女性につ
いては学卒時の雇用状況には還元できない、キャ
リアのあり方自体の変容が示唆された。
　女性が正規雇用として以前よりも働きやすく
なった背景について、今回の分析では労働時間
に関する職場環境、および家庭での家事分担に
ついて検討した。その結果、男女ともに以前よ
りも恒常的な残業が減少し、生活の必要に応じ
て仕事を調整できる機会も増えていることが明
らかとなった。また、有配偶者のパートナーの
家事参加状況をみると、夫（女性対象者の配偶者）
の家事参加が以前よりは改善している傾向も見

出された。
　女性の正規雇用就業割合の増加とこれらの背
景要因の変化のあいだの因果関係は、ここでの
分析では必ずしも明らかではない。しかし以上
の結果は、労働時間の調整可能性を高めてゆく
ことが、女性の働き方に直接影響する可能性だ
けでなく、男性の働き方および生活行動の変化
を通じて女性の働きやすさにもつながりうるこ
とを示唆している。今回の速報的分析結果の妥
当性については、今後の追跡調査の蓄積を通じ
てより精緻な検証が可能となるであろう。

文献
◦不破麻紀子，2020，「職場のワーク・ライフ・
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8月の時事世論調査
8月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は前月から2.4
ポイント減の32.7％だった。第
2次政権発足後、2017年7月の
29.9％に次ぐ低さとなった。不
支持率は48.2％で前月から2.0
ポイント増加した。

調査は新型コロナ感染が急拡
大した沖縄を除く全国18歳以上
の男女1,977人を対象として8
月7日から10日に実施、有効回
収（率）は1,260（63.7％）だった。

【注：4月は調査中止、5月と6月
は郵送法で実施】

この時期の国内の動きは、
藤井七段が最年少で棋聖位：

将棋の藤井聡太七段（17）が第
91期棋聖戦5番勝負の第4局で
渡辺明棋聖（36、棋王・王将）を
破り、八大タイトルの一つ棋聖
位を獲得した。17歳11カ月での
獲得は年少記録で、30年ぶりに
記録を更新した（７月16日）。

山本寛斎さん死去：ファッショ
ンデ ザ イナー、イベントプ ロ
デューサーとして国際的に活躍
した山本寛斎（やまもと・かんさ
い）さんが21日に死去した。76
歳だった。今年2月に急性骨髄
性白血病と診断され治療中だっ
た。（７月27日）。
「黒い雨」訴訟、原告側勝訴：

広島の原爆投下後に降った「黒
い雨」を浴びて健康被害があるに
もかかわらず、国の援護対象区
域外であることを理由に被爆者
健康手帳の申請を拒否されたの
は違法だとして、手帳の交付を
求めた訴訟の判決が広島地裁で
あった。訴えを認め、原告84人
全員に手帳の交付を命じた（７月
29日）。

日本の人口50万人減少：総務
省は住民基本台帳に基づく人口

亡、数千人が負傷した。アウン
大統領は国家非常事態宣言を出
す考えと伝えられる（８月３日）。

重油漏れ、モーリシャスが緊
急事態宣言：インド洋のリゾー
ト地モーリシャスで、日本企業
が運航する大型貨物船が7月25
日夜（現地時間）に座礁し、燃料
の重油が大量に流出しているの
が８月6日朝に確認された。現地
政府は７日、環境上の緊急事態
を宣言した（８月８日）。

政 党 支 持 率　自民 党の支 持
率 は 前 月 比1.8ポ イ ン ト 減 の
24.2％。以下、立憲民主党は0.2
ポイント増の3.5％、国民民主党
は0.6％で変わらず、公明党は0.5
ポイント増の3.3％、共産党は0.3
ポイント増の1.6%、日本維新の
会は0.7ポイント減の1.5％だっ
た。支持政党なしは1.1ポイント
増の61.6％。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 よ り0.7ポ イ ン ト 減 の
2.0％、「悪くなった」は3.5ポイ
ント増の70.8％となった。時事
世論景気指数は前月から11ポイ
ント減少し-25となった。

【注：郵送法で実施した5月と6
月は回答傾向が大きく異なったた
め、景気指数は算出していない】

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月から0.9
ポイント減の3.0％、「苦しくなっ
た」は1.9ポイント増の28.4％と
なった。

動態調査を発表した。2020年1
月1日現在の日本人の総人口は1
億2427万1318人で前年から50
万5046人減った。11年連続の
減少で、減少幅は調査開始以来
最大。外国人は7.5%増えて過
去最多の286万6715人となった

（８月５日）。
甲子園交流試合が開幕：2020

年甲子園高校野球交流試合が、
兵庫県西宮市の甲子園球場で開
幕した。新型コロナウイルス感
染拡大の影響で中止になった、
第92回選抜高校野球大会に選出
された32校を招待して各校が1
試合を行う（８月10日）。

国外では、
仏ナント大聖堂で火災：フラ

ンス西部ナントのサンピエール・
サンポール大聖堂で火災が発生
し、約400年の歴史があるパイ
プオルガンが損傷した。現地の
捜査当局は発火が数か所あると
発表し、放火の疑いで捜査して
いる（７月18日）。

台湾元総統・李登輝さんが死
去：台湾の李登輝（リートンホ
イ）・元総統が30日、多臓器不
全などのため台北市内の病院で
死去した。97歳だった。台湾に
民主政治を定着させ、「台湾民主
化の父」と呼ばれた。日本の知己
も多く、日台の交流拡大に多大
な力を発揮した（７月30日）。

ユーロ圏4 ～ 6月期GDP40%
減：欧州連合（E U）統計局が31
日 発 表 し た2020年4 ～ 6月 期
のユーロ圏の実質域内総生産

（G D P）速報値は、前期比で12・
1%減となった。年率換算では
40・3%減で過去最悪を更新した

（７月31日）。
創設100周年のザルツブルク

音楽祭開催：世界屈指の音楽祭
典で創設100周年を迎えたザル
ツブルク音楽祭が1日、オースト
リアのザルツブルクで開催した。
約1カ月の期間中、110公演が行
われる（８月３日）。

ベイルートで大爆発、死者多数：
中東レバノンの首都ベイルートで
4日、中心部に隣接する港で非常
に大きな爆発が起きた。現地メ
ディアによると、被害は現場から
半径数キロに及び、100人超が死

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2012年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年
97.2 143.8 129.1 126.0 120.0 131.9 130.0 109.9
19年 （５月）（６月）（７月）（８月）（9月）（10月）（11月）

117 105 111 106 106 96 105
（12月） 20年 （１月）（２月）（３月） ～ （７月）（８月）

104 84 75 17 -14 -25
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